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9.76%

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　○　実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、福祉、教育等を

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　○　連結実質赤字比率は、地方公共団体の全会計を対象とした実質赤字額又は資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　地方公共団体全体の赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標ともいえます。

　　

　　　　

　　

　（単位：千円）
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25,901 26,360 82,576 135,689 186,017

0 0 0 0 0

後期高齢者医療特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）
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会計名(公営事業会計：除く公営企業）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）会計名(公営事業会計：除く公営企業）

会計名(公営事業会計：除く公営企業）
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◎ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移

実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況と推移
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　○用語解説

　○用語解説　○用語解説

　○用語解説

・一般会計等：地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模：標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・実質赤字額：当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額であり、形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の
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・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

　額を控除した額、法非適用企業の場合：基本的に一般会計等の実質赤字額と同様に算定した額）

・公営企業：地方公共団体が経営する企業（地方公営企業法が適用される法適用企業とそれ以外の法非適用企業に分類）



25 　　　　　　　　　　　　

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　○　実質公債費比率は、その地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金等の額を、その団体の標準財政規模を基本とした

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　額（※）と比べたときの率をいいます。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

　　指標ともいえます。

　　指標ともいえます。　　指標ともいえます。

　　指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　○　実質公債費比率は、以下に示すように、(1)単年度の実質公債費の比率を計算し、(2)その過去３ヶ年の平均値を計算することに

　　より算定します。

　　より算定します。　　より算定します。

　　より算定します。

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

　　（１）単年度の実質公債費の比率を計算（下はH27決算数値の場合）

元利償還金等(a) 算入公債費等の額(b) 一般会計等の負担額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(c) 算入公債費等の額(b)

比較する財政の規模（分母）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

　　（２）過去３ヶ年の平均値を計算（小数点以下第２位切捨て）

＋

＋

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　○　実質公債費比率が何％かということだけでなく、その算定に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　からの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計
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実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率

＝

H27決算単年度

の実質公債費

の比率

1,852,249

－

－－

－

平成27年度の
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－
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－

(H25単年度の実質公債費比率)

(H26単年度の実質公債費比率)

(H27単年度の実質公債費比率)

6.66410192

5.4%5.4%5.4%5.4%16.44989134  / ３ ＝

◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　○　特に「元利償還金等(a)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、その団体の一般会計

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

　　等が負担する地方債の償還の内容について具体的に分析する上で有益です。

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　

○一般会計等の負担額（分子）の内訳について　〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「元利償還金等(a)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「元利償還金等(a)」の内訳

○　「元利償還金等(a)」の内訳○　「元利償還金等(a)」の内訳

○　「元利償還金等(a)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

①元利償還金

▲ 10.9

▲ 5.3

▲ 11.6

▲ 2.4

②積立不足額

③満期一括償還債

④公営企業債等繰入額
▲ 6.6

1.7 2.9

0.7

⑤組合等負担等額

▲ 1.2

▲ 21.0 ▲ 37.0

13.7

⑥債務負担行為

0.0

▲ 8.8

9.6

0.0

⑦一時借入金

69.7

▲ 7.1

▲ 34.6

14.7

元利償還金等(a)

▲ 10.1

▲ 6.0

▲ 11.7

▲ 1.7

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

○　「算入公債費等の額(b)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

公債費算入（元利）

▲ 2.8 ▲ 1.6 ▲ 7.0

1.5

公債費算入（準元利）

0.0 0.0 0.0

▲ 0.3

事業費補正（元利）

▲ 15.1

▲ 5.2 ▲ 5.6

▲ 16.2

事業費補正（準元利）

0.0

▲ 17.2 ▲ 21.6

0.0

密度補正（元利）

▲ 0.1 ▲ 0.1

0.3

▲ 0.3

密度補正（準元利）

算入公債費等の額(b) ▲ 4.8 ▲ 2.7 ▲ 7.2

▲ 1.3

◎　一般会計等の負担額（分子）

◎　一般会計等の負担額（分子）◎　一般会計等の負担額（分子）

◎　一般会計等の負担額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

(a)－(b)

増減率 増減率 増減率

増減率

一般会計等の負

担額

▲ 20.7 ▲ 13.6 ▲ 23.7

▲ 3.0

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

2,163,877

2,163,8772,163,877

2,163,877

0

00

0

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

54,077

54,07754,077

54,077

39

3939

39

2,412,960

2,412,9602,412,960

2,412,960

0

00

0

104,608

104,608104,608

104,608

82,913

82,91382,913

82,913

61,523

61,52361,523

61,523

560,711

560,711560,711

560,711

H27決算

1,523,540

1,523,5401,523,540

1,523,540

28,914

28,91428,914

28,914

1,501,533

28,999

3,759

3,7593,759

3,759

0

00

0

1,852,249

1,852,2491,852,249

1,852,249

1,615,0031,687,554

83,271

H24決算

1,640,660

0

2,955,850

2,955,8502,955,850

2,955,850

876,426

876,426876,426

876,426

2,648,500

H26決算H25決算H24決算

578,009

578,009578,009

578,009

0

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算

2,216,6782,507,092

0 0

2,972,468

0

0 0 0

115,738 72,950148,345 146,569

106,218 99,202 100,916 103,863

H26決算

56,111 61,523

2,455,048

2,455,0482,455,048

2,455,0482,779,909

2,779,9092,779,909

2,779,909

33 56 52 34

380,060

0 0 0 0

68,946 54,08483,264

757,332

757,332757,332

757,332

3,772

1,877,039

1,877,0391,877,039

1,877,039

305,869

3,288,587

3,288,5873,288,587

3,288,587

61,523 61,523

288,651322,740

H25決算

28,999 29,000

H23決算

3,766 3,761 3,759

241,959

241,959241,959

241,959

H23決算

1,104,935

1,104,9351,104,935

1,104,935

2,183,652

2,183,6522,183,652

2,183,652 2,079,424

2,079,4242,079,424

2,079,424 2,022,577

2,022,5772,022,577

2,022,577

29,001
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7.9% 6.4%

嘉麻市
◎◎◎◎ 実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移実質公債費比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

〔計算式：「標準財政規模(c)」－「算入公債費等の額(b)」〕

○　「標準財政規模(c)」の内訳

○　「標準財政規模(c)」の内訳○　「標準財政規模(c)」の内訳

○　「標準財政規模(c)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

標準税収入額等

▲ 3.1

1.8 3.0 3.6

普通交付税額

▲ 3.3 ▲ 1.5

0.1 ▲ 0.1

臨時財政対策債発行可能額

▲ 5.9 ▲ 0.9 ▲ 5.3

▲ 4.8

標準財政規模(c)

▲ 3.4 ▲ 0.6

0.6 0.6

算入公債費等の額(b) ▲ 4.8 ▲ 2.7 ▲ 7.2

▲ 1.3

◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）

　　　　　（単位：千円、％）

(c)－(b)

増減率 増減率 増減率

増減率

比較する財政の

規模

▲ 3.1 ▲ 0.2

1.9 0.9

　　　　　（単位：％）

増減率 増減率 増減率

増減率

▲ 18.1 ▲ 13.4 ▲ 25.1

▲ 3.9

○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ

H26決算

2,022,577

2,022,5772,022,577

2,022,577

9,190,734

9,190,7349,190,734

9,190,734

760,121

H26決算

1,877,039

1,877,0391,877,039

1,877,039

13,542,600

13,542,60013,542,600

13,542,600

H27決算

H27決算H27決算

H27決算

719,770

H27決算

684,924

684,924684,924

684,924

1,852,249

1,852,2491,852,249

1,852,249

H24決算

766,815

7.69317130

7.693171307.69317130

7.69317130

11,364,352

11,364,35211,364,352

11,364,352

H25決算

2,079,424

2,079,4242,079,424

2,079,424

13,471,683

13,471,68313,471,683

13,471,683

H25決算

4.98943215

4.989432154.98943215

4.98943215 4.79635727

4.796357274.79635727

4.79635727

H25決算 H26決算 H27決算

6.66410192

6.664101926.66410192

6.66410192

11,761,230

11,761,23011,761,230

11,761,230

H23決算

13,944,882

13,944,88213,944,882

13,944,882

11,584,665

11,584,66511,584,665

11,584,665

13,386,929

13,386,92913,386,929

13,386,929

3,666,942

3,666,9423,666,942

3,666,942

11,690,351

11,690,35111,690,351

11,690,35111,392,259

11,392,25911,392,259

11,392,259

814,826

2,183,652

2,183,6522,183,652

2,183,652

単年度の実質公

単年度の実質公単年度の実質公

単年度の実質公

債費の比率

債費の比率債費の比率

債費の比率

13,461,704

13,461,70413,461,704

13,461,704

3,434,086

9,192,722

3,538,321

9,203,613

H23決算 H24決算

9.39472317

9.394723179.39472317

9.39472317

H23決算

3,483,463

9,646,593

H24決算

3,374,314

9,330,554

3,289 

3,289 3,289 

3,289 

2,956 

2,956 2,956 

2,956 

2,780 

2,780 2,780 

2,780 

2,455 

2,455 2,455 

2,455 

2,413 

2,413 2,413 

2,413 

2,500 

3,000 

3,500 

百万円

元利償還金等（ａ）の総額及び内訳

1,105

1,1051,105

1,105

876

876876

876

20%

25%

1,000

1,200

百万円

一般会計等の負担額及び実質公債費比率

○用語解説

○用語解説○用語解説

○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①元利償還金 ： 一般会計等に係る公債費の額から、繰上償還等の額及び都市計画税充当可能額等の公債費充当特定財源の額を控除した額

・②積立不足額 ： 減債基金への積立不足額を考慮して算定した額

・③満期一括償還債 ： 実際の償還額ではなく、償還期間30年の元金均等年賦償還とした場合における1年当たりの元金償還金相当額

・④公営企業債等繰入額 ： 一般会計等から一般会計等以外への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

・⑤組合等負担等額 ： 一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

・⑥債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく当該年度

　　　　　　　　　　　　の支出のうち公債費に準ずるもの

・⑦一時借入金 ： 当該年度に支出した一時借入金の利子

・算入公債費等の額 ： 地方債の元利償還金額及び準元利償還金額のうち、当該年度の普通交付税の算定において基準財政需要額として算入

　　　　　　　　　　　　　　された額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

①元利償還金 ②積立不足額

③満期一括償還債 ④公営企業債等繰入額

⑤組合等負担等額 ⑥債務負担行為

⑦一時借入金

757

757757

757

578

578578

578

561

561561

561

11.7%

11.7%11.7%

11.7%

9.7%

9.7%9.7%

9.7%

7.9%

7.9%7.9%

7.9%

6.4%

6.4%6.4%

6.4%

5.4%

5.4%5.4%

5.4%

9.4%

9.4%9.4%

9.4%

7.7%

7.7%7.7%

7.7%

6.7%

6.7%6.7%

6.7%

5.0%

5.0%5.0%

5.0%

4.8%

4.8%4.8%

4.8%

0%

5%

10%

15%

0

200

400

600

800

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

一般会計等の負担額

実質公債費比率（３ヶ年平均）

実質公債費比率（単年度）

（＊実質公債費比率（単年度）は小数点以下第２位を四捨五入して表示。）

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　○　将来負担比率は、地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、その地方公共団体の一般会計等が将来負担

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　すべき実質的な負債の額を、その団体の標準財政規模を基本とした額（※）と比べたときの率をいいます。地方公共団体の一般会計

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合い

　　を示す指標ともいえます。

　　を示す指標ともいえます。　　を示す指標ともいえます。

　　を示す指標ともいえます。

　　　　（※　標準財政規模から、元利償還金等のうち普通交付税において基準財政需要額に算入されている額を控除した額。下の算定式を参照。）

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　○　将来負担比率は、以下に示す算式で算定します。

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

　　・平成27年度決算数値に基づく将来負担比率の場合（小数点以下第２位切捨て）

将来負担額(A) 充当可能財源等(B) 実質的な将来負債額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

標準財政規模(C) 算入公債費等の額(Ｄ) 比較する財政の規模（分母）

＊　将来負担比率は、実質的な将来負債額（分子）が負の場合、該当なしとなる(「－」で表示)。

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　○　将来負担比率が何％かということだけでなく、その算出に用いられた各数値の構成要素の内訳について他団体との比較や過去か

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　　らの推移の把握を行うことで、より詳しい分析が可能になります。

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　○　特に「将来負担額(Ａ)」の構成要素の内訳について他団体との比較や過去からの推移の把握を行うことは、地方公社や損失補償

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　を行っている出資法人等に係るものも含め、その団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の内容について具体的に分析

　　する上で有益です。

　　する上で有益です。　　する上で有益です。

　　する上で有益です。

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　

○実質的な将来負債額（分子）の内訳について　〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

〔計算式：「将来負担額(Ａ)」－「充当可能財源等(Ｂ)」〕

＝

11.3%11.3%11.3%11.3%

-

--

-

平成24年度

0.6%0.6%0.6%0.6%

＝

26,954,290

－

－－

－

－

－－

－

平成27年度

将来負担比率

1,852,249

＝

▲ 1,086,851

11,690,351

13,542,600

28,041,141

嘉麻市

－－－－

平成25年度

－－－－ －－－－

平成26年度

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率
平成27年度平成23年度

◎

◎◎

◎ 将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移

○　「将来負担額(A)」の内訳

○　「将来負担額(A)」の内訳○　「将来負担額(A)」の内訳

○　「将来負担額(A)」の内訳

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

①地方債の現在高

▲ 2.4

0.7

▲ 1.5

3.6

②債務負担行為

###

③公営企業債等繰入見込額

3.0

▲ 0.2 ▲ 6.7

▲ 3.7 ###

④組合等負担等見込額

▲ 21.0 ▲ 22.1 ▲ 22.1

▲ 28.8 ###

⑤退職手当負担見込額

▲ 4.1

1.1 1.2

▲ 5.1 ###

⑥負担見込額〔地方道路公社〕

###

⑦負担見込額〔土地開発公社〕

###

⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕 ▲ 32.6 ▲ 49.5    皆減

###

⑨負担見込額〔地方独法〕

⑩連結実質赤字額

###

⑪組合等連結実質赤字額

将来負担額(A)

▲ 3.1

0.1

▲ 1.6

0.9

○　充当可能財源等(B)

○　充当可能財源等(B)○　充当可能財源等(B)

○　充当可能財源等(B)

　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

充当可能基金

6.0 3.9 3.4 1.6

特定歳入〔都市計画税以外〕

2.1

▲ 9.8

▲ 10.9

▲ 9.4

特定歳入〔都市計画税〕

交付税算入見込額

▲ 1.1

1.3

▲ 1.2

2.6

充当可能財源等(B) 1.5 1.7 0.1

1.8

◎　実質的な将来負債額（分子）

◎　実質的な将来負債額（分子）◎　実質的な将来負債額（分子）

◎　実質的な将来負債額（分子）

　　　　　（単位：千円、％）

(A)－(B)〔算定の分子〕

増減率 増減率 増減率

増減率

実質的な将来負債額

▲ 94.8
   皆減

570,392

5,513,772

H27決算

20,262,850

20,262,85020,262,850

20,262,850

1,122,837

0

H25決算 H26決算

19,853,215

0

00

0

16,220,209

H26決算

0

0 0

27,533,166

27,533,16627,533,166

27,533,166

1,081,422

1,081,4221,081,422

1,081,422

0

1,204,029

19,560,011

H27決算

444,214

0

00

0

H26決算

26,704,471

26,704,47126,704,471

26,704,471

0

0

▲ 1,086,851

▲ 1,086,851▲ 1,086,851

▲ 1,086,851

27,144,815

27,144,81527,144,815

27,144,815

27,506,809

27,506,80927,506,809

27,506,809

H25決算

958,0051,075,091

0

28,041,141

28,041,14128,041,141

28,041,141

10,354,952

0

0

00

0

0

00

0

0

0

0

0

0

0

9,640,140

0

00

27,981,923

27,981,92327,981,923

27,981,923

H23決算

1,206,007

H24決算

19,710,79120,189,281

00

1,170,388

5,453,830

0

5,685,029

0

927,224 732,164

10,001

0

6,740

69,531

69,53169,531

69,5311,330,689

1,330,6891,330,689

1,330,689

H23決算

27,109,532

27,109,53227,109,532

27,109,532

1,167,694

0

H23決算 H25決算

10,011,593

1,192,493

16,420,125

▲ 361,994

▲ 361,994▲ 361,994

▲ 361,994 ▲ 828,695

▲ 828,695▲ 828,695

▲ 828,695

16,207,368

H24決算

26,651,234

26,651,23426,651,234

26,651,234

9,097,313

16,386,227

H24決算

0

27,040,001

27,040,00127,040,001

27,040,001

03,407

0

00

0

5,293,721

5,293,7215,293,721

5,293,721

0

5,577,409

0

0

16,649,018

16,649,01816,649,018

16,649,018

0

00

0

10,524,099

10,524,09910,524,099

10,524,099

868,024

868,024868,024

868,024

H27決算

316,297

316,297316,297

316,297

0

00

0

0

00

0

26,954,290

26,954,29026,954,290

26,954,290
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嘉麻市

◎

◎◎

◎ 将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移将来負担比率の状況と推移

将来負担比率の状況と推移

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　○比較する財政の規模（分母）の内訳について　

○比較する財政の規模（分母）の内訳について　〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

〔計算式：「標準財政規模(C)」－「算入公債費等の額(D)」〕

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D)

○　標準財政規模(C)、算入公債費等の額(D) 　　　　　（単位：千円、％）

増減率 増減率 増減率

増減率

標準財政規模（C）

▲ 3.4
▲ 0.6

0.6 0.6

・資金の不足額：公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもの（法適用企業の場合：基本的に流動負債の額から流動資産の

算入公債費等の額(D)

▲ 4.8
▲ 2.7 ▲ 7.2

▲ 1.3

◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）◎　比較する財政の規模（分母）

◎　比較する財政の規模（分母）

　　　　　（単位：千円、％）

(Ｃ)-(Ｄ)〔算定の分母〕

増減率 増減率 増減率

増減率

比較する財政の規模

▲ 3.1 ▲ 0.2

1.9 0.9

○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ○　経年推移グラフ

○　経年推移グラフ

H27決算

13,542,600

13,542,60013,542,600

13,542,600

H26決算

13,386,929

2,183,652

11,761,230

11,761,23011,761,230

11,761,230

H23決算 H24決算

11,392,259

11,392,25911,392,259

11,392,259

13,944,882 13,471,683

H24決算H23決算 H25決算

2,079,424

13,461,704

2,022,577 1,877,039

11,364,352

11,364,35211,364,352

11,364,352 11,584,665

11,584,66511,584,665

11,584,665

11,690,351

11,690,35111,690,351

11,690,351

H25決算 H27決算H26決算

1,852,249

1,852,2491,852,249

1,852,249

27,982 

27,982 27,982 

27,982 

27,110 

27,110 27,110 

27,110 

27,145 

27,145 27,145 

27,145 

26,704 

26,704 26,704 

26,704 

26,954 

26,954 26,954 

26,954 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

百万円

将来負担額（A）の総額及び内訳

①地方債の現在高 ②債務負担行為

③公営企業債等繰入見込額 ④組合等負担等見込額

⑤退職手当負担見込額 ⑥負担見込額〔地方道路公社〕

⑦負担見込額〔土地開発公社〕 ⑧負担見込額〔第三ｾｸﾀｰ等〕

⑨負担見込額〔地方独法〕 ⑩連結実質赤字額

⑪組合等連結実質赤字額

実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

26,651 

26,651 26,651 

26,651 

27,040 

27,040 27,040 

27,040 

27,507 

27,507 27,507 

27,507 27,533 

27,533 27,533 

27,533 

28,041 

28,041 28,041 

28,041 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

H23決算 H24決算 H25決算 H26決算 H27決算

百万円 充当可能財源等（B）の総額及び内訳

交付税算入見込額

特定歳入〔都市計画税〕

特定歳入〔都市計画税以外〕

充当可能基金

○用語解説

○用語解説○用語解説

○用語解説

・一般会計等 ： 地方公共団体の会計のうち、地方公営事業会計以外のもので、決算統計における普通会計に相当する会計

・標準財政規模 ： 標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源(地方税、普通交付税等)の規模を示すもの

・①地方債の現在高 ： 一般会計等の決算年度末における地方債現在高

・②債務負担行為 ： 債務負担行為（数年度に渡る建設工事の経費支出を予定するなどの、将来の財政支出を約束する行為）に基づく支出

　　予定額（地方債を財源とできる地方財政法第５条各号に定める経費等に係るもの）

・③公営企業債等繰入見込額 ： 一般会計等以外の会計（公営企業会計等）の地方債の元金償還に充てるため、一般会計等からの繰入れが

　　必要と見込まれる額

・④組合等負担等見込額 ： 当該市町村が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てるため、当該市町村からの負担等が必要と

　　見込まれる額

・⑤退職手当負担見込額 ： 退職手当支給予定額（全職員が前年度末に自己都合退職すると仮定した場合の要支給額）のうち、一般会計等に

　　おいて実質的に負担することが見込まれる額

・⑥負担見込額〔地方道路公社〕、⑦負担見込額〔土地開発公社〕、⑧負担見込額〔第三セクター等〕、⑨負担見込額〔地方独法〕

　　： 地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額やその者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、当該法人等の財務・

　 　経営状況を勘案して一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

・⑩連結実質赤字額 ： 地方公共団体の一般会計等及び公営事業会計における連結ベースでの実質赤字額

・⑪組合等連結実質赤字額 ： 一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち、一般会計等において実質的に負担することが見込まれる額

※　四捨五入の関係で、数値が一致しない箇所があります。
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実質的な将来負債額、比較する財政の規模及び将来負担比率

実質的な将来負債額（分子） 比較する財政の規模（分母） 将来負担比率


